
 

 

 

 

2011年6月28日 

 

各  位 

 

会 社 名  エ ル ピ ー ダ メ モ リ 株 式 会 社 

代 表者名  代 表取締役 社長  坂本 幸雄 

（ コ ー ド 番 号  6 6 6 5  東 証 第 1部 ）  

問 い 合 わ せ 先  執 行 役 員  福 田 岳 弘 

（ TE L  0 3－ 3 2 8 1－ 1 5 0 0（ 代 ） ）  

 

 

（訂正）平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）の一部訂正について 

 

平成23年５月12日付で発表致しました「平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容に一

部誤りがありましたので、下記のとおり訂正致します。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

 

【訂正箇所】 

 

（決算短信24ページ） 

 

【訂正前】 
（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

ソフトウエア（自社利用分）につ 

いては、社内における利用可能期間 

（10 年以内）に基づいております。 

 

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

② 無形固定資産 

          同左 

 

【訂正後】 
（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

ソフトウエア（自社利用分）につ 

いては、社内における利用可能期間 

（10 年以内）に基づいております。 

 

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

ソフトウエア（自社利用分）につ 

いては、社内における利用可能期間 

（5年以内）に基づいております。 
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（決算短信34ページ） 

 

【訂正前】 
（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの 

に係る未経過リース料 

１年内          8,880 百万円 

１年超          1,342 百万円 

  合計          10,222 百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの 

に係る未経過リース料 

１年内          8,774 百万円 

１年超          4,244 百万円 

  合計          13,018 百万円 

             

 

 

【訂正後】 
（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの 

に係る未経過リース料 

１年内          8,880 百万円 

１年超          1,342 百万円 

  合計          10,222 百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの 

に係る未経過リース料 

１年内          6,717 百万円 

１年超          4,243 百万円 

  合計          10,960 百万円 
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（決算短信38ページ） 

 

【訂正前】 

（1株当たり情報）   

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益（百万円） 3,085 2,096 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 612 994 

（うち第１種優先株式に係る優先配当額 

（連結会計年度における要支払額））（百万円） 
（204） （350） 

（うち第２種優先株式に係る優先配当額 

（連結会計年度における要支払額））（百万円） 
（408） （644） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,473 1,102 

期中平均株式数（千株） 170,079 203,983 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） - - 

普通株式増加数（千株） - 3,237 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

第１種優先株式（1,000,000

株)、第２種優先株式

（2,000,000 株)及び新株予

約権５種類（新株予約権の

数 31,584 個） 

  

 

130％コールオプション条項付

第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債（券面総額 60,000

百万円）、 

第１種優先株式（1,000,000

株)、第２種優先株式   

（1,838,967 株)及び新株予約

権４種類（新株予約権の

数 9,741 個）  
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【訂正後】 

（1株当たり情報）   

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであ

ります。 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益（百万円） 3,085 2,096 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 612 994 

（うち第１種優先株式に係る優先配当額 

（連結会計年度における要支払額））（百万円） 
（204） （350） 

（うち第２種優先株式に係る優先配当額 

（連結会計年度における要支払額））（百万円） 
（408） （644） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,473 1,102 

期中平均株式数（千株） 170,079 203,983 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） - - 

普通株式増加数（千株） - 3,237 

（うち2013年満期米ドル建転換社債型新株

予約権付社債） 
            -                   （3,237） 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

第１種優先株式（1,000,000

株)、第２種優先株式

（2,000,000 株)及び新株予

約権５種類（新株予約権の

数 31,584 個） 

  

 

130％コールオプション条項付

第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債（券面総額 60,000

百万円）、 

第１種優先株式（1,000,000

株)、第２種優先株式   

（1,838,967 株)及び新株予約

権５種類（新株予約権の

数 31,553 個）  

 

 

 

以上 
 

 

＜報道関係からのお問い合わせ先＞ 

エルピーダメモリ株式会社 

F&A Office パブリックリレーションズグループ 

広報担当 齋藤・鶴巻 

TEL：03-3281-1500  

E-mail：press@elpida.com 
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